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◆当金庫の自己資本の充実の状況等について
　　　　　～定性的な事項～
１．自己資本調達手段の概要

　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

・普通出資
　①発行主体：上越信用金庫
　②コア資本に係る基礎項目の額に参入された額：７４８百万円
　令和元年度末の自己資本額のうち、当金庫が積み立てているもの以
外のものは、地域のお客様からお預りしている出資金が該当します。

２．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　自己資本比率は国内基準である４％を上回っており、経営の健全性・
安全性を充分保っております。また、当金庫は、各エクスポージャーが
特定分野に集中することなく、リスクの分散を図っております。（さらに、
繰延税金資産につきましては、自己資本に占める割合も逓減しており、
ほとんど依存しておりません。）
　一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとの収支計画に基づ
く業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義
的な施策として考えております。

３．信用リスクに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続きの概要

　信用リスクとは、お取引先の財務状況の悪化などにより、当金庫が損
失を被るリスクをいいます。
　当金庫では、信用リスクを当金庫が管理すべき最重要のリスクである
との認識の上、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した「クレジッ
トポリシー」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リ
スク管理の徹底を図っております。
　また、信用リスクの評価については、信用リスクの計量化を行うととも
に、信用格付制度の構築の為、インフラの整備を進めているところです。
　信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会やＡＬＭ委員会で
協議検討を行うとともに、必要に応じて常勤理事会、理事会に報告する
態勢を整備しております。
　信用コストである貸倒引当金は、「資産自己査定規程」及び「貸倒償
却・引当規程」に基づき、自己査定における債務者区分毎に計算された
貸倒実績率により算定するとともに、その結果については、監査人の監
査を受けるなど、適正な計上に努めております。

（２）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を
採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の
使分けは行っておりません。

・㈱格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
・㈱日本格付研究所（ＪＣＲ）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ＇ｓ）
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

４．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び
　  手続の概要

　当金庫は、リスク管理の観点から取引先の倒産や財務状況の悪化な
どにより被る損失（信用コスト）を軽減するため、お取引先によっては、
不動産担保や信用保証協会保証による保全措置を講じております。但し、
これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済財源、財務内容、
事業環境、経営者の資質などさまざまな角度から判断を行っております。
　また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への
十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱い
に努めております。

　バーゼルⅢに定められている信用リスク削減手法には、適格担保とし
て自金庫預金積金、上場株式、保証として地方公共団体保証、しんきん
保証基金等保証会社、その他未担保預金等が該当します。そのうち地
方公共団体保証は政府保証と同様に、また、しんきん保証基金等は適格
格付機関が付与する格付により判定をしております。
　また、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、
特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることのないようリスク分散に努
めております。

５． 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに
関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫は、該当ありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続の概要

　購入にあたっては、当金庫が定める「資金運用規程」及び「資金運
用基準」に則って取扱っております。
　リスクの認識については、市場動向、時価評価及び適格格付機関が付
与する格付情報などにより把握するとともに、必要に応じてリスク管理委
員会、常勤理事会等に諮り、適切なリスク管理に努めております。

（２） 証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使
用する方式の名称

　当金庫は標準的手法を採用しております。
（３）証券化取引に関する会計方針

　当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の
「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っており
ます。

（４） 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用す
る適格格付機関の名称

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付
機関は以下の４つの機関を採用しております。
　なお、投資の種類ごとに適格格付機関の使分けは行っておりません。

・㈱格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
・㈱日本格付研究所（ＪＣＲ）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ＇ｓ）
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

７．オペレーショナル・リスクに関する項目
（１）リスク管理の方針及び手続の概要

　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリス
クであり、当金庫では「オペレーショナル・リスク管理規程」に基づき、
組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、定期的に収集したデータ
の分析・評価を行い、リスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響度の
極小化に努めております。
　特に、事務リスク管理については、本部・営業店が一体となり、厳正な

「事務規程・要領」の整備、その遵守を心掛けることはもちろんのこと、
日頃の事務指導や研修体制の強化、さらには牽制機能としての事務検証
などに取組み、事務品質の向上に努めております。
　システムリスクについては、「システムリスク管理要領」に基づき、管
理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査、さらに
はシステム監査を実施し、安定した業務遂行ができるよう、多様化かつ
複雑化するリスクに対して、管理態勢の強化に努めております。
　現状、一連のオペレーショナル・リスクに関連するリスクの状況につい
ては、リスク管理委員会をはじめ、各種委員会にて定期的に協議検討を
行うとともに、必要に応じて理事会、常勤理事会といった経営陣に対し
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報告する態勢を整備しております。
（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　当金庫は基礎的手法を採用しております。

８． 銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー
又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及
び手続手法
　上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託については、時価
評価及び予想損失額（２０％下落）によるリスク計測によって把握すると
ともに、金庫の抱える市場リスクの状況や、設定されたリスク限度枠、
損失限度枠の遵守状況を、リスク管理担当役員に報告するとともに、定
期的にＡＬＭ委員会、リスク管理委員会及び常勤理事会へ報告しておりま
す。
　非上場株式、政策投資株式、その他ベンチャーファンド又は投資事業
組合への出資金については、当金庫が定める「資金運用規程」及び「資
金運用基準」などに基づいた適正な運用・管理を行っております。また、
リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモ
ニタリングを実施するとともに、その状況については、適宜、経営陣へ
報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有
価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関
する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。

９．銀行勘定における金利リスクに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続の概要

① リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関す
る説明
金利リスクとは、金利が変化することによる資産と負債の経済価値の
変化が資本に及ぼす影響や、金利上昇を起因とする有価証券の評価
損失の資本への影響、低金利継続や期間ミスマッチ等を原因とした利
息収入減少への影響が考えられます。当金庫ではこれらの影響を金利
リスクととらえ、金利変化による資本への経済価値の影響、有価証券
評価損失の資本に対する影響、将来利息収入減少の影響が一定以下
になるようにリスク管理を行っています。

②リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明
△ＥＶＥ、１００ＢＰＶ、ＶａＲを用いることで、金利変化時の資本への影
響を計測しています。将来収入への影響については、△ＮＩＩやＮＩＩを用
いています。影響が自己資本の一定範囲を超える場合や利息収入の
減少が想定される場合には、ＡＬＭ委員会で金利リスクの削減や運用
ポジションの検討を行っています。

③金利リスク計測の頻度
有価証券の評価損益の計測は日々、それ以外の計測は月次で行って
います。報告は毎月ＡＬＭ委員会で行っていますが、市況急変時にはＡ
ＬＭ委員会を臨時開催し、金利リスク削減の検討を行います。

④ ヘッジ等金利リスクの削減手法（ヘッジ手段の会計上の取扱いを含む）
に関する説明
デリバティブ取引（国債先物や金利スワップ取引等）などによる金利
削減取引は行っておりません。金利リスクを削減する場合には、当該
ポジションを売却することによりリスク量を削減します。

（２）金利リスクの算定手法の概要
① 開示告示に基づく定量的開示の対象となる△ＥＶＥ及び△ＮＩＩ（銀行勘

定の金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から１２ヶ月
を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるもので
あって、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるものをい
う。以下同じ）並びに銀行がこれらに追加して自ら開示を行う金利リ
スクに関する以下の事項
(ａ) 流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　 流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は１．２５年で

す。

(ｂ) 流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　 流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は２．５年です。
(Ｃ) 流動性預金への満期の割り当て方法（コア預金モデル等）及び

その前提
　　 流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定め

る保守的な前提を採用しています。
(ｄ) 固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前

提
　　 固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約について

は、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
(ｅ) 複数の通貨の集計方法及びその前提
　　 通貨別に算出した金利リスクの正値を合算し、通貨間の相関等は

考慮していません。また、資産または負債に占める割合が５％未
満かつ重要性がないと判断した通貨については計測対象外として
います。

(ｆ) スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュフ
ローに含めるか否か等）
割引金利にスプレッドは含めていますが、△ＥＶＥ／△ＮＩＩ計算時に
はスプレッド変動は考慮していません。

(ｇ) 内部モデルの使用等、△ＥＶＥと△ＮＩＩに重大な影響を及ぼすそ
の他の前提

　　内部モデルは使用していません。
(ｈ) 前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　前年度と同様の方法で算出しております。
(ｉ) 計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　 重要性テスト結果と監督上の基準値と比較することで、金利リス

クの水準を認識しています。
② 当金庫が、自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、

収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的
開示の対象となる△ＥＶＥ及び△ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している
場合における、当該金利リスクに関する事項
(ａ) 金利ショックに関する説明
　　 １％金利上昇（１００ＢＰＶ）の採用（△ＥＶＥの場合、円金利のショッ

ク幅は同じですが、外貨金利の場合にはショック幅は異なります）、
ＶａＲを採用しています。

(ｂ) 金利リスク計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく
定量的開示の対象となる△ＥＶＥ及び△ＮＩＩと大きく異なる点）

　　 ＶａＲを用いることで金利リスク測定時の市況変化を反映させた
金利リスク量を測定しています。ＶａＲでは金利以外に株価や為替
リスクの影響も考慮しています。なお、ＶａＲは統計的手法を用
いたリスク計算手法であり、過去の市況変化が小さいときにはリ
スクが過小評価されるなどの問題が指摘されています。当金庫で
は、バックテストの実施や１００ＢＰＶ等をストレステストとして用い
ることでこのようなＶａＲの問題点を解決しています。
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項　　　　　　　目 平成３０年度 令和元年度

コア資本に係る基礎項目 （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 １１，０７８ １１，１７０

うち、出資金及び資本剰余金の額 ７５４ ７４８
うち、利益剰余金の額 １０，３５３ １０，４４５
うち、外部流出予定額（△） ２２ １４
うち、上記以外に該当するものの額 △６ △７

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ２６６ ３２９
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ２６６ ３２９
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ８ ５

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） １１，３５２ １１，５０６
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 ３１ ２８

うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ３１ ２８

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ６ ６
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る１０パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る１５パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） ３８ ３４
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） １１，３１４ １１，４７１
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 ７７，４４６ ８３，２１４

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △５，６０４ △５，６０９
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △５，６４０ △５，６４１
うち、上記以外に該当するものの額 ３６ ３２

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額 ４，３０２ ４，２６０
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） ８１，７４８ ８７，４７４
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） １３．８４ １３．１１

１．自己資本の構成に関する事項
 （単位：百万円）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２１号）」に基づき算出しております。

 　なお、当金庫は国内基準を採用しております。
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（注）１．信用リスクエクスポージャーに係るデリバティブ取引はありません。
２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が

約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクス
ポージャーのことです。

３．上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を
把握することが困難な投資信託等及び業種区分に分類することが
困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形・無形固定
資産、繰延税金資産等が含まれます。

４．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりま
す。

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高
及び期中の増減額

　　　　　３０ページに記載してありますのでご覧下さい。

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー貸出金等、
オフ・バランス取引 債　　券

平成
３０年度

令和
元年度

平成
３０年度

令和
元年度

平成
３０年度

令和
元年度

平成
３０年度

令和
元年度

国 内 ２０２，３１０ １９４，５２０ ７２，１１３ ７１，０９３ ５９，９２４ ５２，５９０ ２８２ ２５４

国 外 １６，６９０ ２６，２９５ － － １６，６９０ ２６，２９５ － －

地 域 別 合 計 ２１９，０００ ２２０，８１６ ７２，１１３ ７１，０９３ ７６，６１５ ７８，８８６ ２８２ ２５４

製 造 業 ６，１２７ ９，１７２ ４，９４３ ４，９６９ １，００３ ４，０１１ ３６ ３３

農 業、 林 業 ２２１ ２６０ ２２１ ２６０ － － － －

漁 業 １３ １６ １３ １６ － － －

鉱業、採石業、砂利採取業 － ８ － ８ － － － －

建 設 業 ８，００９ ８，０７７ ７，７０８ ７，６７７ ３００ ４００ ２３ １６

電気・ガス・熱供給・水道業 ９，９８４ １０，６７５ ９ ７ ９，９７５ １０，６６７ － －

情 報 通 信 業 ４９４ ８７２ ４７６ ５５４ － ３００ － －

運輸業、 郵便業 ４５１ ５０７ ４４３ ４６２ － － － －

卸売業、 小売業 ６，０６６ ６，３６７ ５，５６５ ５，５６４ ５０１ ８０３ ８１ ８１

金融業、 保険業 １０１，５３５ １０３，８６８ ４，９６９ ４，９６５ ３０，９７３ ３３，１９０ － －

不 動 産 業 ４，８５６ ５，２９７ ２，８４５ ２，７８６ ２，００１ ２，５０１ － －

物 品 賃 貸 業 １，２２１ ２，３６９ ２１８ １６５ １，０００ ２，２０２ － －

学術研究、専門・技術サービス業 ２３７ ２３８ ２３７ ２３８ － － － －

宿 泊 業 ８８８ ８６６ ８８５ ８６４ － － － ６

飲 食 業 １，４４９ １，４１６ １，４４９ １，４１６ － － ４７ ３７

生活関連サービス業、娯楽業 １，０５３ ９０１ １，０５２ ９０１ － － － ２１

教育、学習支援業 ５３９ ６０９ ５３９ ６０９ － － － －

医 療、 福 祉 ３，３０１ ３，２７０ ３，３０１ ３，２７０ － － ３７ －

その他のサービス ２，７７８ ３，２９３ ２，７５３ ３，２５６ ２５ ３７ ８ １６

国・地方公共団体等 ３８，９４７ ３２，０７７ ７，９０３ ７，１４９ ３０，８３２ ２４，７７１ － －

個 人 ２６，４０７ ２５，７８９ ２６，４０７ ２５，７８９ － － ４７ ４２

そ の 他 ４，４１５ ４，８５６ １６７ １５９ － － － －

業 種 別 合 計 ２１９，０００ ２２０，８１６ ７２，１１３ ７１，０９３ ７６，６１５ ７８，８８６ ２８２ ２５４

１ 年 以 下 ５１，３４１ ５１，７００ １３，５８９ １３，１５９ ７，４３４ ６，３８４

１年 超３年 以 下 ５５，７１４ ５５，０４２ １２，３８０ １３，３０３ １３，５３４ １４，３３８

３年 超５年 以 下 ２７，４３４ １９，３７６ １０，４９１ ９，９３７ １６，９４３ ９，４３９

５年 超７年 以 下 ９，３３０ １０，１６２ ６，７７１ ６，１０４ ２，５５９ ４，０５７

７年超１０年以下 １５，１７４ １４，８８７ ５，１１５ ４，９８１ ５，８０７ ９，０４８

１ ０ 年 超 ４７，１１３ ５３，６２９ １７，４８０ １７，２１５ ２９，６３３ ３４，９１３

期間の定めのないもの １２，８９０ １６，０１７ ６，２８４ ６，３９２ ７０３ ７０３

残存期間別合計 ２１９，０００ ２２０，８１６ ７２，１１３ ７１，０９３ ７６，６１５ ７８，８８６

平成３０年度 令和元年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット
　　所要自己資本の額の合計※１ ７７，４４６ ３，０９７ ８３，２１４ ３，３２８

①標準的手法が適用されるポー
トフォリオごとのエクスポー
ジャー※２

８１，２４９ ３，２４９ ８７，２７３ ３，４９０

ソブリン向け ４０ １ ４０ １
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け １７，２３３ ６８９ １６，７４４ ６６９
法人等向け ２１，３４５ ８５３ ２８，１４６ １，１２５
中小企業等向け及び個人向け ２３，１３９ ９２５ ２３，１０４ ９２４
不動産取得等事業向け ５，６０２ ２２４ ５，３５９ ２１４
３ヵ月以上延滞等 １９１ ７ １８３ ７
取立未済手形 ８ ０ ３ ０
信用保証協会等による保証付 ３２９ １３ ３５８ １４
出資等 ２１９ ８ ２６９ １０
上記以外 １３，１３７ ５２５ １３，０６３ ５２２

他の金融機関等の対象資本
調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外の
ものに係るエクスポージャー

９，４０１ ３７６ ９，４０１ ３７６

信用金庫連合会の対象普通出
資等であってコア資本に係る調
整項目の額に算入されなかった
部分に係るエクスポージャー

１，０１１ ４０ １，０１１ ４０

特定項目のうち調整項
目に算入されない部分
に係るエクスポージャー

７８ ３ １２９ ５

上記以外のエクスポージャー ２，６４６ １０５ ２，５２１ １００
②証券化エクスポージャー※３ － － － －
③－１．複数の資産を裏付とする

資産（所謂ファンド）のうち、個々
の資産の把握が困難な資産

－ － － －

③－２．リスク・ウェイトのみ
なし計算が適用されるエ
クスポージャー

１，８００ ７２ １，５４９ ６１

ルック・スルー方式 １，８００ ７２ １，５４９ ６１
マンデート方式 － － － －
蓋然性方式（２５０％） － － － －
蓋然性方式（４００％） － － － －
フォールバック方式（１２５０％） － － － －

④経過措置によりリスク・アセット
の額に算入されるものの額 ３６ １ ３２ １

⑤他の金融機関等の対象資本調達手
段に係るエクスポージャーに係る経
過措置によりリスク・アセットの額に
算入されなかったものの額

△５，６４０ △２２５ △５，６４１ △２２５

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％
で除して得た額 － － － －

⑦中央清算機関関連エク
スポージャー － － － －

ロ．オペレーショナル・リスク
　  相当額を８％で除して得た額 ４，３０２ １７２ ４，２６０ １７０

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） ８１，７４８ ３，２６９ ８７，４７４ ３，４９８

２．自己資本の充実度に関する事項
 （単位：百万円）

３．信用リスクに関する事項
　 （証券化エクスポージャーを除く）

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な
種類別の期末残高  ＜地域別・業種別・残存期間別＞

 （単位：百万円）

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）

並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のこと
です。

３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の
翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び

「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国
際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが１５０％になっ
たエクスポージャーのことです。

４．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定して
います。

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

５．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％
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ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
 （単位：百万円）

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとの
エクスポージャーの額等

 （単位：百万円）
個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高

目的使用 その他
平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度

製 造 業 １１１ １１６ ８ １２ ４ ５２ １０７ ６４ １１６ ７７ ３ １
農 業 、 林 業 － － － ０ － － － － － ０ － －
漁 業 － － － － － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － － － － －
建 設 業 ３４４ ３８５ ４１ ２ － ３ ３４４ ３８２ ３８５ ３８５ ７ －
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －
情 報 通 信 業 － － － － － － － － － － － －
運 輸 業、 郵 便 業 － － － － － － － － － － － －
卸 売 業、 小 売 業 ２６７ ２４５ △６ ２６ １４ ６ ２５２ ２３９ ２４５ ２６６ １５ ２
金 融 業、 保 険 業 － － － － － － － － － － － －
不 動 産 業 １０ ２７ １７ △０ － － １０ ２７ ２７ ２７ － －
物 品 賃 貸 業 １１４ － △８ － １０５ － ８ － － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 － － － － － － － － － － － －
宿 泊 業 ５ ７ ２ △１ － － ５ ７ ７ ６ － －
飲 食 業 ３０ １９ ４ ５６ １６ － １４ １９ １９ ７５ １ －
生活関連サービス業、娯楽業 ５１ ７２ ２０ １８ － ６５ ５１ ６ ７２ ２５ － －
教 育、 学 習 支 援 業 － － － － － － － － － － － －
医 療 、 福 祉 １７ １６ △０ △０ － － １７ １６ １６ １６ － －
そ の 他 の サ ー ビ ス ６ ７ １ ２３ － － ６ ７ ７ ３１ － －
国・地 方 公 共 団 体 等 － － － － － － － － － － － －
個 人 １２１ １６８ ６６ △０ ２０ １７ １０１ １５０ １６８ １４９ ０ ４
合 計 １，０８１ １，０６８ １４６ １３９ １６０ １４５ ９２１ ９２３ １，０６８ １，０６２ ２８ ９

 （単位：百万円）
信用リスク

削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ

平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度

信用リスク削減手法が
適用されたエクスポージャー １，１７６ １，１０３ １８，０１５ ２０，３００ － －

平成３０年度 令和元年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレントエクスポージャー方式 カレントエクスポージャー方式
グロス再構築コストの額の合計額 －　 －　
グロス再構築コストの額の合計額及び
グロスのアドオン合計額から担保によ
る信用リスク削減手法の効果を勘案す
る前の与信相当額を差し引いた額

－ －

６．証券化エクスポージャーに関する事項
イ．オリジネーターの場合　ロ．投資家の場合

　　　・該当ございません。 ・該当ございません。

７．出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
　　・該当ございません。

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書
で認識されない評価損益の額

　　・該当ございません。

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　・該当ございません。

（単位：百万円）

区　分
平成３０年度 令和元年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 ５ ５ ４７ ４７
非 上 場 株 式 等 １，２２７ １，２２７ １，２２７ １，２２７
合 計 １，２３２ １，２３２ １，２７５ １，２７５

（単位：百万円）

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度
①派生商品取引合計 － － － －

(ⅰ)外国為替関連取引 － － － －
(ⅱ)金利関連取引 － － － －
(ⅲ)金関連取引 － － － －
(ⅳ)株式関連取引 － － － －
(ⅴ)貴金属（金を除く）関連取引 － － － －
(ⅵ)その他コモディティ関連取引 － － － －
(ⅶ)クレジット・デリバティブ － － － －

②長期決済期間取引 － － － －
合　　　計 － － － －

告示で定める
リスク・ウェイト

区分（％）

エクスポージャーの額
平成３０年度 令和元年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
０％ － ４８，９９８ － ４０，６１２

１０％ － ４，２２９ － ４，５０３

２０％ １，３０７ ９１，２２８ １，７０５ ９２，２５８

３５％ － － － －

５０％ ２１，９２０ ３４２ ２８，０８６ ３４９

７５％ － ２４，５６６ － ２３，９６１

１００％ ２，６０７ ２１，１５５ ４，６４９ ２１，９７９

１５０％ － ８５ － １０１

２００％ － － － －

２５０％ － ２，８４１ － ２，８６２

合　　計 ２１９，２８３ ２２１，０７１

（注）１．格付は適格格付機関が付与している
ものに限ります。

２．エクスポージャーは信用リスク削減
手法適用後のリスクウェイトに区分し
ております。

（注）１．当金庫は、国内の限定されたエリアに
て事業活動を行っているため、「地域
別」の区分は省略しております。

２．業種別区分は日本標準産業分類の大
分類に準じて記載しております。

８． リスク・ウェイトのみなし計算が適用される
エクスポージャーに関する事項

９．金利リスクに関する事項

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

４．信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の
取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

（注）１．金利リスクの算定手法の概
要等は、「定性的な開示事項」
の項目に記載しております。

　　 ２．「金利リスクに関する事項」
については、平成３１年金融
庁告示第３号（２０１９年２月
１８日）による改正を受け、
２０２０年３月末から△ＮＩＩを
開示することとなりました。こ
のため、開示初年度につき、
当期末分のみ開示しておりま
す。

（単位：百万円）
平成３０年度 令和元年度

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー ４，３４１ ４，３７１
マンデート方式を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（２５０％）を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（４００％）を適用するエクスポージャー － －
フォールバック方式（１２５０％）を適用するエクスポージャー － －

（単位：百万円）
ＩＲＲＢＢ１：金利リスク

項
番

イ ロ ハ ニ
ΔＥＶＥ ΔＮＩＩ

当期末 前期末 当期末 前期末
１ 上方パラレルシフト ７，６９８ ７，４２９ －
２ 下方パラレルシフト － － ３１
３ スティープ化 ６，０３３ ５，４７２
４ フラット化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最大値 ７，６９８ ７，４２９ ３１

ホ へ
当期末 前期末

８ 自己資本の額 １１，４７１ １１，３１４


